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論文の内容の要旨

　都市コミュニテイ研究における1990年代（平成に入ってから）の課題の一つは，地域コミュニテイ形成のプロ

セスを具体的に解明することにあった。都市コミュニティ形成の研究は，1980年代までに一定の成果をあげてき

た。1970年代・80年代を通じ，都市コミュニティ研究のほとんどは，大都市郊外の住宅団地の実証的研究に集中

し，新しいコミュニティ組織として，新中間層が主導するボランタリーなアソシエーションがもっぱら注目され

た。地域コミュニティ形成の理論化を正面からはかってきた奥田道大は，80年代の末に，経済の低成長期に入っ

てからのコミュニテイ形成の特徴を次のように結論している。80年代のコミュニテイ形成は，異質な人びと・異

質な組織が共存しうる，公権力に対しては作為阻止しうるコミュニテイを理念として志向するところへと成熟度

を高めており，社会組織面は，ボランタリーなアソシエーションタイプの組織が既存の地域住民組織と連携する

形での重層的な構造が小地域のなかに成立している。90年代のコミュニティ形成論のもう一つの課題は，大都市

インナーシテイ型のコミュニテイ形成の解明にある。

　第I章では，社会学者たちによるこれまでの地域コミュニティ研究のアプローチを，理論レベルで整理した。都

市社会学者のコミュニティ像は，戦後の都市社会の変動と対応する形で「包括的コミュニティから限定的コミュ

ニテイヘ」，「同質的コミュニテイから異質的コミュニテイヘ」という二つの大きな転換を経験した。そのコミュ

ニテイの提え方も，都市化との関わりで，「喪失論」，「存続論」と「解放論」という三つの立場がある。また，研

究関心の焦点は，町内会・自治会から，小地域のなかのボランタリー・アソシエーションヘ，そして，小地域を

超えるパーソナル・ネットワークヘと，大きく変化してきた。この検討をふまえて，従来の地域共同体に代わる

「新しいコミュニテイ」の実現が，コミュニテイ研究の課題とされてきたことを明らかにし，これまでのコミュニ

ティ形成論の積み残しが次の2点にあることを明らかにした。既成の地域住民組織とボランタリーな集団とが接

合する構造の解明，および，インナーシテイ型コミュニテイ形成の解明である。

　以上の検討をふまえ，真野地区のまちづくりの事例を通し，新しい地域コニュニティ形成の具体的なプロセス

を明らかにすることを本研究の課題として位置づけた。

　この課題設定の下に，第n章からlV章で，真野地区の住民運動・まちづくりを素材に，組織面からインナーシ

ティ型のコミュニティ形成のプロセスを把握し分析した。まず，神戸のインナーシティの状況を検討し，修復型

の「まちづくり」が展開される歴史的な必然性を，真野と東京墨田区のインナーシティ京島との対比により，明
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らかにした。その上で，コミュニティ形成の観点から，真野の住民運動・「まちづくり」の展開とそれに対応する

組織構造の変容を分析した。

　さらに，第V章からV玉I章で，こうした住民組織の変容をもたらした諾要因になっている，真野の住民の生活構

造，「支配的分化」の工一トスと世代交代によるその変容，「まちづくり」への住民個々人の対応，住民のコミュ

ニティ活動への参加行動とコミュニティ意識との関連を，実証的に分析した。

　第V皿I章と終章では，インナーシテイ型コミュニテイ形成の組織面での分析に再度もどり，VnI章では，コミュ

ニテイ形成への住民の内発的な主体性を保障する構造的な要因を，住民主体の「まちづくり」といわれる真野と

行政主導の「まちづくり」といわれる京島との対比で検討した。そこで得られた主要な知見は，次のような点で

ある。行政（「公」の領域）と住民個々人（「私」の領域）とをつなぐ「共」の部分を支える「まちづくり推進会

（協議会）」は，本来ボランタリーな組織であり，その委員構成のあり方，さらには事務局体制に行政が入るか否

かが，「まちづくり」の住民の主体性に大きく影響する。住民コンサルタントだけで協議会の運営がなされるため

には，住民の側に十分な力量が必要であり，また，行政による協議会権限の一定のオーソライズが必要である。公

共のコミュニティ関連施設の住民による自主管理の積み上げが，住民の地域自治の力量を高める。こうしたコミュ

ニティ組織が生活環境の「共」の領域を支えている。

　以上のように，インナーシテイ型のコミュニティ形成の理論的解明は，これまでの郊外型コミュニテイ形成の

理論では十分に展開されてこなかったボランタリーなアソシエーションのコミュニティ活動と既存の住民組織と

の接合部分の解明である。

審査の結果の要旨

　本論文は，大都市インナーシティのコミュニティ形成の事例を継続的にたどるなかから，80年代の終わりまで

に明らかにされた研究課題を，理論的かつ実証的に解明しようとするものであり，現在のコミュニテイ研究の先

端的研究であること，また，既存の理論的検討も綴密に展開されており，それを実証するための調査研究も妥当

であり，高く評価できる。全体の構成，論理展開も綴密かつ論理的であり，分析枠組みも明快である。実証研究

の対象として，修復型の「まちづくり」を住民主体で行ってきたことで知られている神戸のインナーシテイ長田

区真野地区をあつかっているが，長年にわたるヒアリング調査により，住民運動・まちづくりなど，真野の住民

のコミュニティ形成のプロセスが詳細かつ体系的に把握・分析されている。その分析において，地域住民組織相

互のあり方の仕組みを変えるコミュニティ形成のプロセスは，「既成の地域組織の内部を民主化」し，「地域組織

問のゆるやかな連合」を組む方向のなかに追求され，「諸地域団体の協議会方式をつくり上げていく」活動のなか

にあること，そして，これを可能にするもう一つの要因として，「若い世代に，同世代伸聞のネットワークをつく

り出す」ことがポイントになることを解明し，こうしたコミュニティ組織が生活環境の「共」の領域を支えてい

ることを解明している。インナーシティ型のコミュニティ形成の理論的解明は，これまでの郊外型コミュニテイ

形成の理論では十分に展開されてこなかったボランタリーなアソシエーションのコミュニティ活動と既存の住民

組織との接合部分の説明において重要であるが，こうした理論的枠組みについて，実証的に解明した意義は大き

い。都市社会学における一般理論との関連において若干の不十分性があったが，本論文の価値を損ねるものでは

なく，本論文において指摘されている知見は，今後の都市社会学，地域社会論，コミュニティ論にたいし，重要

な示唆を与えるものである。

　よって，著者は博士（社会学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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